
とうしじよ う こう 投資条項 (国鉄の) (英)clause for 

investment in external enterprise (独)Die Klausel f�r die 

Investierungan den aussern Unternehmung 

現行日本国有鉄道法第 6 条は，投資条項と呼ばれ，国鉄の投

資 し『る事業の範囲および投資の手続を定めたものである。

投資条項は，昭和 34 年に新設され，その後昭和137 年の改圧

により，具体的投資対象は同条第 2 項により日本固有鉄道法施

行令に議られ，昭和 40 ・ 5 には，投資条項による投資 として現物

出資をすることが認められるようになったの

現在同施行令によれば，大規模な臨海工業地域において主と

して貨物運送を行なう地方鉄道で，新たに建設または延長され

る も の ， I司動車ターミ ナノレ事業，国鉄の停車場お よ びその付近

に設償される施設により国鉄の運送にかかる物品を主として保

管する倉庫業，および国鉄の委託を受けて国鉄の乗車券類の発

売を行なう事業の 4 種が国鉄の投資しうる事業とな ってし、る。

〔日本国有鉄道法J (昭和 23'fF 法律第 256 号)

(役資)

第 6 条 日本国有鉄道は ， 他の法律に定め る ものを除くの外，

その業務の運営に必要がある場合には，運輸大 L:'iの認可を受け

て，日本固有鉄道及び他の運送事業者がともに使用する輸送施

設の運営を行なう事業，日本国有鉄道の運送事業と l直通運輸を

行な う運送事業その他これりに準ずる日本国有鉄道の運送事業

と密接に|珂.ìiliす る運輸に関する事業に投資することができる。

2 日本国有鉄道は，その業務の運営に特に必要がある場合

に限 ワ ，前項の規定による投資 としてE見物出資 をすることがで

き る 。

3 第 1 ~買の規定による投資は， 前項の規定によるものを除

き，予算で定めるところによりしなければならない。

4 第 l 項の規定によ i) 日本固有鉄道が投資することができ

る事業の純聞は，政令で定める。

〔日本固有鉄道法施行令J (昭和 24 年政令第 113 号 )

(投資の対象)

第 l 条 日本国有鉄道i.t (以 F Lì.t l と L 、 う 。)第 6 条第 1 項の

規定により 円本悶有鉄道が投資することができる事業は，次の

とおりとする。

] 大規模な臨海工業i也岐における運送を わ た う地方鉄道

(主として旅'存の巡送を目的とすると誌、められるも のを除 く 。 j

であって，日本国有鉄道の鉄道事業 と 直通巡輸を1-1な うものの

述営 企行なう事業(新たに当該地方鉄道の建設Xは路線の延長

の工事を 1=rな うものに限る。)

2 円木国有鉄道の円動車運送事業及び他の自動車巡送事業

がともに使用する一般 n動車ター ミナノレの巡営を行なう事業

3 日本国有鉄道のす る運送に係る物品を主として保管する

倉郎業(当該営業に使用する倉庫を日本国有鉄道の停車場又は

その附近に設位するものに限る 。)

4 日本国有鉄道の委託を受:ナて 円本固有鉄道の乗車券類の

発売を行なう事業

以上記 した投資条項および政令に基づき，現在までに臨海鉄

道としては. ~(~臨海工業主也市に 滞 京葉臨'/1fj鉄道株式会社，塩

浜臨海工業地帯に勢神奈川臨海鉄道株式会社，名古隊東南部臨

海工業地帯に名 T守屋臨海鉄道株式会社が設立 されwtに常業を開

始 している。

第 2~頁のパス ・ ターミ ナんとしては，株式会社広島バ λ ・セ

γ ター，株式会社福岡交通センターおよび草津滋泉ノ:ス ・ 9 ー

ミナノレ株式会社が設立されている。このうち広/d;バ λ ・ センタ

ーは， 1Il1和 32 ifーに営業を開始して おり ，国鉄は昭和 35 年に投

ど うじはつば

資条項に基づく 投資第 l 写と して出資を行なった。

また， I司鉄の飛車券煩の発売を行なう事業としては，株式会

社 H 本交通公者1:1);設立された。 これは財団法人日本交通公社が

改組されたものである。(北川正草)

とうしちょ う さいいんかい 投資調査委員会 常務会

に提出される議案の『 ち，主として投資に関する事項につL 、 て

事前]に調資審議 し ，その問題点の抽出を行なうために，昭和135 ・

11，常務会のもとに置かれた委員会である。

l司鉄におけ経営上の重要議案は. すべて理事会 ・常務会にお

いて審議される こと になっているが，理事会 ・ 常務会では限ら

れたl時間内に多数の重要案件を処理しなければならないため，

特に投資に関する議~の ように技術的，専門的見地から検討 し ，

一般予算，全体工事との関連等を考慮する必要があるものにつ

いて，十分11年|簡をかけて慎重に審議しえない実情にあった。そ

れでこのような投資に関する議案を事前に十分調査し，問題点

在抽出，投耳Iーし たうえで役員会議に提出するための機関として，

この委員会が生まれたわけである。

委員会の情成は，総裁室長を委員長とし ， 委員には審議室長

をはじめ，安全企画室長，職員局長，経理局長，営業局長，運

転局長，建設局長，施設局長，電気局長，工作局長，踏切保安

部長，総裁の命ずる副妓師長をあて，その他の部局の長も議案

に応じて委員となる。また，幹事には， 総裁室文書課長，総裁

の命ずる総裁室および審議室の調査役，経理局主計課長が当た

る。この委員会は，昭和 40 ・ 6 ・ 1 *業務運営会議の設置に伴い

廃止された。 (宮敏 iE白 )

どうじはっぱい 同時発売 (乗車券類の) 旅客の乗車船

に 2 以上の乗車券類を必要とする場合に， 営業上の理由か ら，

その乗車船に必要とする乗車券類の全部または一部について ，

これを同時に購求しなければ発売をしないとし、う発売方法をと

ることがあり，このような発売方法を乗車券類の同時発売と称

しているが，現在は， 乗車券類の同時発売を次によ って突施」

ている。

(1) 指定乗車券類と 一般の乗車券類との同時発売

旅客が指定市lの座席または寝台を利用する場合は， 一般の乗

車券類のほか，特別急行券・座席指定券・特別座席券 ・ 寝台券

等の指定乗車券矧を必要 と するが，指定乗車券頬に対する需要

が供給を大きく上回っている ような場合は，指定乗車券類につ

いて見込み貝い，ダ 7~量の r'( 占め等が行なわれると ともに，不

爽等のi骨加に よる営業上の損失の増大とし、う事態が発生するの

で，これが防止策の ーっ として，指定乗車券類と一般の乗車券

類の同時発売を災施することがある。 指定乗車券類と一般の乗

車券類との同時発売については，箇々の取扱プJが考 え られるが，

現在は次に よ っている。

7 指定乗車券類は.その乗車船に必要とする乗車券類(団

体乗車券およ び貸切乗車券を除く。)と同時に購求する鴻合に限

って発売(同時発売)する。ただし，旅客が既に所要の乗車券頬

を購求している場合は，その乗車券類の呈示を求め， これを確

認のうえ指定乗車券類を発売(確隠発売)する。

(注) 同時発売と確認発売を関連発売と総称している m

イ 問時発売または確認発売を行なう場合は，その証として，

乗車券の袈国に次によって表示する。ただし ， 乗車券と指定乗

車券類との連続した機式のものを使用して発売する場合，ま た

は当刻列車等の出発時事IJの 2 時間前以後に指定乗車券類を発売

する場合は，その表示を省略できる。

(力特別急行列車の普通座席に対する特別急行券を発売する

とき ⑮ 
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